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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　縮合反応性シリコーン樹脂をガラス繊維シートの少なくとも一方の面上に塗工、若しく
はガラス繊維シートに含浸し、乾燥させた複合部材であって、該複合部材の全光線透過率
が６０％以上、ヘイズ値が８０％以上である光拡散性不燃複合部材。
【請求項２】
　前記縮合反応性シリコーン樹脂が、縮合反応性基を有するポリシロキサン樹脂中に分散
した無機酸化物粒子と該ポリシロキサン樹脂とが化学結合により架橋した架橋構造体から
なる無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂である請求項１記載の光拡散性不燃複
合部材。
【請求項３】
　前記無機酸化物粒子含有シリコーン樹脂において、縮合反応性基を有するポリシロキサ
ン樹脂として、（ｉ）基本構成単位がＴ単位である縮合反応性基含有ポリシルセスキオキ
サン、又は（ｉｉ）該基本構成単位がＴ単位である縮合反応性基含有ポリシルセスキオキ
サンとともに、基本構成単位がＤ単位及びＴ単位である縮合反応性基含有ポリシロキサン
が用いられている請求項２記載の光拡散性不燃複合部材。
【請求項４】
　輸送機用内装部材として用いられる請求項１～３のいずれか１項に記載の光拡散性不燃
複合部材。
【請求項５】
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　輸送機用内装部材が照明カバーである請求項４記載の光拡散性不燃複合部材。
【請求項６】
　光拡散性不燃複合部材の厚みが１０～１０００μｍである請求項１～５のいずれか１項
に記載の光拡散性不燃複合部材。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の光拡散性不燃複合部材を用いた照明装置であって
、照明に用いられる光を発生させる光源と、前記光源を覆うように設置され、前記光拡散
性不燃複合部材を備えた光拡散用カバーとを少なくとも有しており、前記光源からの光が
前記光拡散性不燃複合部材によって透過、拡散されて出射されることを特徴とする照明装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光拡散性不燃複合部材、より詳しくは、ガラス繊維シートと縮合反応性シリ
コーン樹脂から形成される光拡散性不燃複合部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、照明用の光源からの光を均一に拡散させる光拡散性部材として、ガラス繊維シー
トに無機コーティング剤を適用したものが知られている。しかし、一般的な無機コーティ
ング剤をガラス繊維シートに塗工、若しくは含浸させたものは、バインダーが有機成分を
含む場合には、不燃性が低いという問題があり、バインダーが無機成分の場合は、フレキ
シブル性が低く、割れやすいという欠点がある。
【０００３】
　特許文献１には、特定の物性を有するガラス繊維織物の少なくとも一方の面側にフッ素
樹脂からなる樹脂被覆層が形成され、全光線透過率が５０％以上であり、平行光線透過率
が５％以下である光拡散用ガラス繊維シートが開示されている。しかし、この光拡散用ガ
ラス繊維シートは、不燃性のレベルがさほど高くなく、また、フレキシブル性も低い。な
お、この文献には、樹脂被覆層はフッ素樹脂又はシリコーン樹脂からなると記載されてい
るが、明細書中にはシリコーン樹脂についての説明はなく、実施例においてもシリコーン
樹脂を用いた例はない。汎用のシリコーン樹脂であるシリコーンオイルやシリコーンゴム
を樹脂被覆層として用いると、不燃性に劣るとともに、透明性も十分でない。
【０００４】
　特許文献２には、少なくとも１枚のガラス繊維織物と、このガラス繊維織物を挟む一対
の樹脂層とを含む光拡散シートであって、前記樹脂層がビニルエステル等の熱硬化性樹脂
又は光硬化性樹脂で構成された光拡散シートが開示されている。また、特許文献３には、
少なくとも１枚のガラス繊維織物と、該ガラス繊維織物に含浸、固化して形成された熱硬
化性樹脂からなる樹脂被覆層と、この樹脂被覆層の少なくとも片面にビーズ層とを備えた
ガラス繊維シートが開示されている。しかし、これらの光拡散シートは、いずれも不燃性
が十分でなく、フレキシブル性も低い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４３５９９６７号公報
【特許文献２】特許第４４９１７７８号公報
【特許文献３】特許第４５３９３４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、不燃性及びフレキシブル性（曲げやすさ）をともに備え、且つ優れた
光拡散性を有する光拡散性不燃複合部材、及び該光拡散性不燃複合部材を備えた照明装置
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を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記の目的を達成するため鋭意検討した結果、縮合反応性シリコーン樹
脂をガラス繊維シートに塗工又は含浸させると、不燃性とフレキシブル性とを兼ね備え、
しかも優れた光拡散性を有する光拡散性不燃シートが得られることを見出し、本発明を完
成した。
【０００８】
　すなわち、本発明は、縮合反応性シリコーン樹脂をガラス繊維シートの少なくとも一方
の面上に塗工、若しくはガラス繊維シートに含浸し、乾燥させた複合部材であって、該複
合部材の全光線透過率が６０％以上、ヘイズ値が８０％以上である光拡散性不燃複合部材
を提供する。
【０００９】
　前記縮合反応性シリコーン樹脂は、縮合反応性基を有するポリシロキサン樹脂中に分散
した無機酸化物粒子と該ポリシロキサン樹脂とが化学結合により架橋した架橋構造体から
なる無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂であってもよい。
【００１０】
　前記無機酸化物粒子含有シリコーン樹脂において、縮合反応性基を有するポリシロキサ
ン樹脂として、（ｉ）基本構成単位がＴ単位である縮合反応性基含有ポリシルセスキオキ
サン、又は（ii）該基本構成単位がＴ単位である縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサ
ンとともに、基本構成単位がＤ単位及びＴ単位である縮合反応性基含有ポリシロキサンが
用いられていることが好ましい。
【００１１】
　前記光拡散性不燃複合部材は、輸送機用内装部材として好ましく用いられる。前記輸送
機用内装部材として、照明カバーが挙げられる。
【００１２】
　前記光拡散性不燃複合部材の厚みは、好ましくは１０～１０００μｍである。
【００１３】
　本発明は、また、前記の光拡散性不燃複合部材を用いた照明装置であって、照明に用い
られる光を発生させる光源と、前記光源を覆うように設置され、前記光拡散性不燃複合部
材を備えた光拡散用カバーとを少なくとも有しており、前記光源からの光が前記光拡散性
不燃複合部材によって透過、拡散されて出射されることを特徴とする照明装置を提供する
。
　なお、本明細書では、上記発明のほか、縮合反応性シリコーン樹脂をガラス繊維シート
の少なくとも一方の面上に塗工、若しくはガラス繊維シートに含浸させた複合部材であっ
て、該複合部材の全光線透過率が６０％以上、ヘイズ値が８０％以上である光拡散性不燃
複合部材についても説明する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の光拡散性不燃複合部材は、縮合反応性シリコーン樹脂とガラス繊維シートとの
複合部材であるため、不燃性とフレキシブル性とを両立でき、接炎時に延焼せず、好まし
くは炭化もしない。また、複合部材とすることで強度も向上し、曲面への追従性が高く、
該光拡散性不燃複合部材をロールとしても提供できる。さらに、ヘイズ値が高いため、光
源からの光を効率よく拡散できる。そのため、特に、照明装置の光拡散用カバー（照明カ
バー）として好適に利用できる。また、不燃性が極めて高いため、特に、鉄道車両、航空
機、自動車、船舶、エレベーター、エスカレーターなどの輸送機の内装部材として有用で
ある。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の光拡散性不燃複合部材の一例を示す概略断面図である。
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【図２】図２は、本発明の光拡散性不燃複合部材の他の例を示す概略断面図である。
【図３】図３は、本発明の光拡散性不燃複合部材のさらに他の例を示す概略断面図である
。
【図４】図４は、実施例において、着火・延焼、炭化試験で用いた燃焼性試験装置の斜視
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の光拡散性不燃複合部材は、縮合反応性シリコーン樹脂をガラス繊維シートの少
なくとも一方の面上に塗工、若しくはガラス繊維シートに含浸させた複合部材であって、
該複合部材の全光線透過率が６０％以上、ヘイズ値が８０％以上である。全光線透過率は
、好ましくは６５％以上、さらに好ましくは７０％以上である。ヘイズ値は、好ましくは
８５％以上、さらに好ましくは９０％以上である。
【００１７】
　図１は本発明の光拡散性不燃複合部材の一例を示す概略断面図である。この例では、光
拡散性不燃複合部材３は、ガラス繊維シート１の片面にシリコーン樹脂からなる被覆層２
を有している。図２は本発明の光拡散性不燃複合部材の他の例を示す概略断面図である。
この例では、光拡散性不燃複合部材３は、ガラス繊維シート１の両面にシリコーン樹脂か
らなる被覆層２を有している。図３は本発明の光拡散性不燃複合部材のさらに他の例を示
す概略断面図である。この例における光拡散性不燃複合部材３では、ガラス繊維シート中
にシリコーン樹脂が含浸されている。
【００１８】
　［縮合反応性シリコーン樹脂］
　縮合反応性シリコーン樹脂としては、縮合反応性基を有するシリコーン樹脂であれば特
に限定されず、例えば、基本構成単位がＤ単位及びＴ単位である縮合反応性基含有ポリシ
ロキサン（以下、「Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン」と称する場合がある）
、基本構成単位がＴ単位である縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサン（以下、「縮合
反応性基含有ポリシルセスキオキサン」と称する場合がある）、基本構成単位がＭ単位及
びＱ単位である縮合反応性基含有ポリシロキサンなどが挙げられる。これらは単独で使用
してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００１９】
　前記縮合反応性シリコーン樹脂のなかでも、複合部材にフレキシブル性を付与できる点
で、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキ
サン、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセスキオ
キサンとの組合せが好ましい。本発明では、特に、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキ
サン、又はＤ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセス
キオキサンとの組合せが好ましい。
【００２０】
　前記縮合反応性基としては、シラノール基、アルコキシシリル基（例えば、Ｃ1-6アル
コキシシリル基等）、シクロアルキルオキシシリル基（例えば、Ｃ3-6シクロアルキルオ
キシシリル基等）、アリールオキシシリル基（例えば、Ｃ6-10アリールオキシシリル基等
）などが挙げられる。これらの中でも、アルコキシシリル基、シクロアルキルオキシシリ
ル基、アリールオキシシリル基が好ましく、特にアルコキシシリル基が好ましい。
【００２１】
　Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンは、具体的には、基本構成単位として、下
記式（１）で表されるＤ単位と、下記式（２）で表されるＴ単位とを含有する。
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【化１】

【００２２】
　上記式（１）中、Ｒ1は、同一又は異なって、飽和炭化水素基及び芳香族炭化水素基か
ら選択される１価の炭化水素基を示す。式（２）中、Ｒ2は、飽和炭化水素基及び芳香族
炭化水素基から選択される１価の炭化水素基を示す。
【００２３】
　前記Ｒ1、Ｒ2における飽和炭化水素基としては、例えば、メチル、エチル、プロピル、
イソプロピル、ブチル、イソブチル、ペンチル、ヘキシル基等の炭素数１～６の直鎖状又
は分岐鎖状のアルキル基；シクロペンチル、シクロヘキシル基等の炭素数３～６のシクロ
アルキル基などが挙げられる。また、前記Ｒ1、Ｒ2における芳香族炭化水素基としては、
例えば、フェニル、ナフチル基等の炭素数６～１０のアリール基などが挙げられる。
【００２４】
　Ｒ1、Ｒ2としては、好ましくは、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１０のアリー
ル基であり、さらに好ましくは、メチル基である。
【００２５】
　式（１）で表されるＤ単位は、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン中において
、それぞれ同一であっても異なっていてもよいが、好ましくは同一である。また、式（２
）で表されるＴ単位は、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン中において、それぞ
れ同一であっても異なっていてもよいが、好ましくは同一である。
【００２６】
　また、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンは、対応するシリコーン単量体の部
分縮合物［例えば、ジアルキル（又は、アリール）ジアルコキシシラン等の２官能のシリ
コーン単量体と、アルキル（又は、アリール）トリアルコキシシラン等の３官能のシリコ
ーン単量体との部分縮合物］であって、その構成単位中に、Ｄ単位、Ｔ単位、及び下記式
（３）
　　　－ＯＲ3　　　　　　　（３）
で表される基を含有する。式（３）で表される基はケイ素原子に結合しており、分子末端
に存在する。
【００２７】
　前記Ｒ3は、飽和炭化水素基及び芳香族炭化水素基から選択される１価の炭化水素基を
示す。飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基としては、上記式（１）中のＲ1における飽和
炭化水素基、芳香族炭化水素基と同様のものが挙げられる。Ｒ3としては、好ましくは飽
和炭化水素基であり、さらに好ましくは、炭素数１～６のアルキル基であり、特に好まし
くはメチル基又はエチル基である。
【００２８】
　このようなＤ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンとしては、例えば、アルコキシ
シリル基（例えば、Ｃ1-6アルコキシシリル基）含有ポリメチルシロキサン、アルコキシ
シリル基（例えば、Ｃ1-6アルコキシシリル基）含有ポリメチルフェニルシロキサン、ア
ルコキシシリル基（例えば、Ｃ1-6アルコキシシリル基）含有ポリフェニルシロキサンな
どが挙げられる。これらのＤ・Ｔ単位アルコキシシリル基含有ポリシロキサンは、単独で
使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２９】
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　Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンの中でも、好ましくは、Ｃ1-6アルコキシ
シリル基含有ポリシロキサンであり、さらに好ましくは、メトキシシリル基含有ポリシロ
キサン又はエトキシシリル基含有ポリシロキサンであり、特に好ましくは、メトキシシリ
ル基含有ポリメチルシロキサン又はエトキシシリル基含有ポリメチルシロキサンである。
【００３０】
　このようなＤ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンの縮合反応性基（例えば、アル
コキシシリル基）の含有量は、例えば、８～３０重量％、好ましくは１０～２５重量％、
さらに好ましくは１２～２５重量％である。縮合反応性基（例えば、アルコキシシリル基
）の含有量は、ＴＧＡ（示差式重量減少測定装置）にて、室温から３００℃まで昇温した
ときの重量減少の割合から求めることができる。
【００３１】
　Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンの数平均分子量（ＧＰＣ測定による標準ポ
リスチレン換算）は、例えば、８００～６０００の範囲であり、好ましくは１０００～５
５００、さらに好ましくは１２００～５３００である。
【００３２】
　Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンとして、商品名「Ｘ－４０－９２４６」、
「Ｘ－４０－９２５０」（以上、信越化学工業社製）などの市販品（Ｄ・Ｔ単位アルコキ
シシリル基含有ポリシロキサン）を用いることもできる。
【００３３】
　前記縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンは、具体的には、基本構成単位として、
前記式（２）で表されるＴ単位を含有する。式（２）で表されるＴ単位は、縮合反応性基
含有ポリシルセスキオキサン中において、それぞれ、同一であっても異なっていてもよい
が、好ましくは、同一である。
【００３４】
　また、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンは、対応するシリコーン単量体の部分
縮合物［例えば、アルキル（又は、アリール）トリアルコキシシラン等の３官能のシリコ
ーン単量体の部分縮合物］であって、その構成単位中に、Ｔ単位、及び下記式（４）
　　　－ＯＲ4　　　　　　　（４）
で表される基を含有する。式（４）で表される基はケイ素原子に結合しており、分子末端
に存在する。
【００３５】
　前記Ｒ4は、飽和炭化水素基及び芳香族炭化水素基から選択される１価の炭化水素基を
示す。飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基としては、上記式（１）中のＲ1における飽和
炭化水素基、芳香族炭化水素基と同様のものが挙げられる。Ｒ4としては、好ましくは飽
和炭化水素基であり、さらに好ましくは、炭素数１～６のアルキル基であり、特に好まし
くはメチル基又はエチル基である。
【００３６】
　縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンは、ランダム型、ラダー型、カゴ型などのい
ずれであってもよいが、柔軟性の観点からは、ランダム型が最も好ましい。これらの縮合
反応性基含有ポリシルセスキオキサンは、単独で使用してもよく、２種以上を併用しても
よい。
【００３７】
　縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンの中でも、好ましくは、Ｃ1-6アルコキシシ
リル基含有ポリシルセスキオキサンであり、さらに好ましくは、メトキシシリル基含有ポ
リシルセスキオキサン又はエトキシシリル基含有ポリシルセスキオキサンであり、特に好
ましくは、メトキシシリル基含有ポリメチルシルセスキオキサン又はエトキシシリル基含
有ポリメチルシルセスキオキサンである。
【００３８】
　このような縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンの縮合反応性基（例えば、アルコ
キシシリル基）の含有量は、例えば、１０～５０重量％、好ましくは１５～４８重量％、
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さらに好ましくは２０～４６重量％である。縮合反応性基（例えば、アルコキシシリル基
）の含有量は、ＴＧＡ（示差式重量減少測定装置）にて、室温から３００℃まで昇温した
ときの重量減少の割合から求めることができる。
【００３９】
　縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンの数平均分子量（ＧＰＣ測定による標準ポリ
スチレン換算）は、例えば、２００～６０００の範囲であり、好ましくは３００～３５０
０、さらに好ましくは４００～３０００である。
【００４０】
　縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンとして、商品名「ＫＲ－５００」、「Ｘ－４
０－９２２５」（以上、信越化学工業社製）などの市販品（アルコキシシリル基含有ポリ
シルセスキオキサン）を用いることもできる。
【００４１】
　前記ポリシロキサン化合物全体に占める、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン
と縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンの総量の割合は、好ましくは５０重量％以上
、さらに好ましくは７０重量％以上、特に好ましくは９０重量％以上である。
【００４２】
　本発明では、特に、柔軟性、強度、不燃性等の観点から、縮合反応性シリコーン樹脂と
して、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンを用いるか、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含
有ポリシロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンとを併用するのが好ましい
。この場合、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセ
スキオキサンとの割合［前者／後者（重量比）］は、好ましくは０～４．９、さらに好ま
しくは０～３、特に好ましくは０～１である。Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサ
ンの比率が高くなりすぎると、有機基含量が増えるので、着火、延焼しやすくなる。
【００４３】
　本発明において、前記縮合反応性シリコーン樹脂としては、耐熱性及び強度の観点から
、縮合反応性シリコーン樹脂が無機酸化物粒子と化学結合により架橋して形成された架橋
構造体を用いるのが好ましい。例えば、縮合反応性基を有するポリシロキサン樹脂中に分
散した無機酸化物粒子と該ポリシロキサン樹脂とが化学結合により架橋した架橋構造体か
らなる無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂を用いるのが好ましい。以下、この
無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂について説明する。
【００４４】
　縮合反応性基を有するポリシロキサン樹脂としては前記のものを使用できる。なかでも
、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンか、又はＤ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシ
ロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンとの組合せが好ましい。
【００４５】
　前記無機酸化物粒子としては、粒子表面に反応性官能基を有する無機酸化物粒子であれ
ばよく、例えば、シリカ（ＳｉＯ2あるいはＳｉＯ）、アルミナ（Ａｌ2Ｏ3）、アンチモ
ンドープ酸化スズ（ＡＴＯ）、酸化チタン（チタニア、ＴｉＯ2）、ジルコニア（ＺｒＯ2

）などが挙げられる。これらの中でも、特にシリカが好ましい。無機酸化物粒子は、単独
で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００４６】
　前記反応性官能基としては、例えば、ヒドロキシル基、イソシアネート基、カルボキシ
ル基、エポキシ基、アミノ基、メルカプト基、ビニル型不飽和基、ハロゲン原子、イソシ
アヌレート基などが挙げられる。これらの中でも、ヒドロキシル基が好ましい。シリカ粒
子表面のヒドロキシル基はシラノール基として存在する。
【００４７】
　無機酸化物粒子の平均粒子径（一次粒子径）は、一般に、１～１０００ｎｍ、好ましく
は１～５００ｎｍ、さらに好ましくは１～２００ｎｍ、特に好ましくは１～１００ｎｍで
ある。なお、平均粒子径は、動的光散乱法などにより測定することができる。
【００４８】
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　無機酸化物粒子の粒度分布は狭い方が望ましく、また、一次粒子径のまま分散している
単分散状態であることが望ましい。さらに、無機酸化物粒子の表面電位は、酸性領域（例
えば、ｐＨ２～５、好ましくはｐＨ２～４）にあるのが好ましい。ポリシロキサン樹脂と
の反応時にそのような表面電位を有していればよい。
【００４９】
　前記無機酸化物粒子としては、コロイド状の上記無機酸化物粒子を用いるのが好ましい
。コロイド状の無機酸化物粒子としては、例えば、コロイド状シリカ（コロイダルシリカ
）、コロイド状アルミナ（アルミナゾル）、コロイド状酸化スズ（酸化スズ水分散体）、
コロイド状酸化チタン（チタニアゾル）などが挙げられる。
【００５０】
　コロイダルシリカとしては、例えば、特開昭５３－１１２７３２号公報、特公昭５７－
９０５１号公報、特公昭５７－５１６５３号公報などにも記載されるように、二酸化ケイ
素（無水ケイ酸）の微粒子（平均粒子径が、例えば、５～１０００ｎｍ、好ましくは、１
０～１００ｎｍ）のコロイドなどが挙げられる。
【００５１】
　また、コロイド状シリカは、必要により、例えば、アルミナ、アルミン酸ナトリウムな
どを含有することができ、また、必要により、無機塩基（例えば、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム、水酸化リチウム、アンモニアなど）や、有機塩基（例えば、テトラメチル
アンモニウムなど）などの安定剤を含有することもできる。
【００５２】
　このようなコロイド状シリカは、特に制限されず、公知のゾル－ゲル法など、具体的に
は、例えば、Ｗｅｒｎｅｒ　Ｓｔｏｂｅｒ　ｅｔ　ａｌ；Ｊ．Ｃｏｌｌｏｉｄ　ａｎｄ　
Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｓｃｉ．，　２６，　６２－６９（１９６８）、Ｒｉｃｋｅｙ　Ｄ
．Ｂａｄｌｅｙ　ｅｔ　ａｌ；Ｌａｎｇｍｕｉｒ　６，　７９２－８０１（１９９０）、
色材協会誌，６１　[９]　４８８－４９３（１９８８）などに記載されるゾル－ゲル法な
どにより、製造することができる。
【００５３】
　コロイダルシリカは表面処理を施していない裸の状態であることが好ましい。コロイダ
ルシリカには、表面官能基としてシラノール基が存在する。
【００５４】
　また、このようなコロイダルシリカとしては、市販品を用いることができ、具体的には
、例えば、商品名「スノーテックス－ＸＬ」、「スノーテックス－ＹＬ」、「スノーテッ
クス－ＺＬ」、「ＰＳＴ－２」、「スノーテックス－２０」、「スノーテックス－３０」
、「スノーテックス－Ｃ」、「スノーテックス－Ｏ」、「スノーテックス－ＯＳ」、「ス
ノーテックス－ＯＬ」、「スノーテックス－５０」（以上、日産化学工業社製）、商品名
「アデライトＡＴ－３０」、「アデライトＡＴ－４０」、「アデライトＡＴ－５０」（以
上、日本アエロジル社製）などが挙げられる。これらの中でも、商品名「スノーテックス
－Ｏ」、「スノーテックス－ＯＳ」、「スノーテックス－ＯＬ」などが特に好ましい。
【００５５】
　また、上記のコロイダルシリカ以外のコロイド状の無機粒子としても、市販品を用いる
ことができ、具体的には、例えば、商品名「アルミナゾル１００」、「アルミナゾル２０
０」、「アルミナゾル５２０」（以上、日産化学工業製）などのアルミナゾル（ヒドロゾ
ル）、例えば、商品名「ＴＴＯ－Ｗ－５」（石原産業社製）や商品名「ＴＳ－０２０」（
テイカ社製）などのチタニアゾル（ヒドロゾル）、例えば、商品名「ＳＮ－１００Ｄ」、
「ＳＮ－１００Ｓ」（以上、石原産業社製）などの酸化スズ水分散体などが挙げられる。
【００５６】
　前記無機酸化物粒子含有縮合反応性縮合反応性シリコーン樹脂において、無機酸化物粒
子の含有量は、例えば、２～１９重量％、好ましくは３～１７重量％、さらに好ましくは
４～１５重量％である。無機酸化物粒子の含有量が少なすぎると、機械的強度が低下しや
すく、無機酸化物粒子の含有量が多すぎると、ガラス繊維シートの少なくとも一方の面に
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塗工して被覆層を設ける場合、該被複層が脆くなりやすい。
【００５７】
　次に、前記無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂の製造法について説明する。
【００５８】
　前記無機酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂は、例えば、前記無機酸化物粒子と
縮合反応性基を有するポリシロキサン樹脂（好ましくは、縮合反応性基含有ポリシルセス
キオキサン、又はＤ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサン及び縮合反応性基含有ポリ
シルセスキオキサン）とを、溶媒中、好ましくは酸の存在下で反応させることにより製造
できる。なお、ポリシロキサン樹脂は、無機酸化物粒子の粒子表面の反応性官能基と反応
可能な官能基を有している。無機酸化物粒子の粒子表面の反応性官能基がシラノール基の
場合は、前記縮合反応性基が該シラノール基と反応して架橋構造を形成する。
【００５９】
　前記溶媒としては、水；メタノール、エタノール、２－プロパノール、２－メトキシエ
タノール等のアルコール；これらの混合液などが挙げられる。これらのなかでも、水とア
ルコールの混合溶媒が好ましく、さらに好ましくは、水と２－プロパノールとの混合溶媒
、水と２－プロパノールと２－メトキシエタノールとの混合溶媒である。
【００６０】
　前記酸としては、例えば、塩酸、硝酸、硫酸、リン酸などの無機酸；酢酸、ｐ－トルエ
ンスルホン酸などの有機酸などが挙げられる。これらのなかでも、無機酸が好ましく、特
に硝酸が好ましい。これらの酸は水溶液として使用することができる。酸の使用量は、反
応系のｐＨを２～５（好ましくは、２～４）程度に調整できる量であればよい。
【００６１】
　反応の方法としては特に限定されず、例えば、（ｉ）無機酸化物粒子と溶媒との混合液
中にポリシロキサン樹脂と溶媒との混合液を添加する方法、（ii）ポリシロキサン樹脂と
溶媒との混合液中に無機酸化物粒子と溶媒との混合液を添加する方法、（iii）溶媒中に
、無機酸化物粒子と溶媒との混合液、及びポリシロキサン樹脂と溶媒との混合液をともに
添加する方法等のいずれであってもよい。
【００６２】
　なお、ポリシロキサン樹脂として、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンと縮合
反応性基含有ポリシルセスキオキサンとを併用する場合には、無機酸化物粒子と、Ｄ・Ｔ
単位縮合反応性基含有ポリシロキサンと縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンとの混
合物とを反応させてもよく、また、無機酸化物粒子に、まず、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含
有含有ポリシロキサンを反応させ、次いで、縮合反応性基含有ポリシルセスキオキサンを
反応させてもよく、さらには、無機酸化物粒子に、まず、縮合反応性基含有ポリシルセス
キオキサンを反応させ、次いで、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンを反応させ
てもよい。これらの中でも、無機酸化物粒子に、まず、縮合反応性基シリル基含有ポリシ
ルセスキオキサンを反応させ、次いで、Ｄ・Ｔ単位縮合反応性基含有ポリシロキサンを反
応させる方法を採用すると、ガラス繊維シートの少なくとも一方の面に塗工してシリコー
ン樹脂からなる被覆層を設ける場合、該被複層の柔軟性が大幅に向上する。
【００６３】
　反応温度は、例えば、４０～１５０℃、好ましくは５０～１３０℃である。また、反応
時間は、例えば、０．５～２４時間、好ましくは１～１２時間である。
【００６４】
　反応終了後、必要に応じて、溶媒を留去し、濃度及び粘度を調整することにより、無機
酸化物粒子含有縮合反応性シリコーン樹脂を含むシリコーン樹脂組成物を得ることができ
る。このシリコーン樹脂組成物の固形分濃度は、取扱性、塗工性、含浸性等の観点から、
例えば、５０～９５重量％、好ましくは６０～９０重量％である。このシリコーン樹脂組
成物には、必要に応じて、硬化触媒等の添加剤を添加してもよい。
【００６５】
　［ガラス繊維シート］
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　ガラス繊維シートとしては、特に限定されず、公知のガラス繊維シート、例えば、ガラ
ス繊維織物（ガラスクロス）を使用できる。その素材であるガラス繊維としては、特に制
限はなく、汎用の無アルカリガラス繊維、耐酸性の含アルカリガラス繊維、高強度・高弾
性率ガラス繊維、耐アルカリ性ガラス繊維等のいずれであってもよい。ガラス繊維織物の
織布方法も、平織り、綾織り、朱子織り、斜子織り、畦織り等のいずれであってもよい。
ガラス繊維を構成するフィラメントの直径は、例えば、１～２０μｍ程度である。
【００６６】
　また、ガラス繊維織物の単位面積当たりの重量は、耐久性や縮合反応性シリコーン樹脂
の含浸性の点から、例えば、１０～３００ｇ／ｍ2程度であり、好ましくは１０～１５０
ｇ／ｍ2である。
【００６７】
　ガラス繊維シートの厚みは、特に限定されず、用途に応じて適宜選択できる。例えば、
１０～１０００μｍ、好ましくは２０～５００μｍである。
【００６８】
　［光拡散性不燃複合部材］
　本発明の光拡散性不燃複合部材は、上記の縮合反応性シリコーン樹脂を含むシリコーン
樹脂組成物を、ガラス繊維シートの少なくとも一方の面上に塗工するか、又は上記の縮合
反応性シリコーン樹脂を含むシリコーン樹脂組成物をガラス繊維シートに含浸させること
により製造できる。
【００６９】
　縮合反応性シリコーン樹脂を含むシリコーン樹脂組成物の塗工方法としては、特に制限
はなく、例えば、キスコーティング、グラビアコーティング、バーコーティング、スプレ
ーコーティング、ナイフコーティング、ワイヤーコーティングなどの公知の塗布方法によ
り、直接塗布して、塗膜を形成し、必要に応じて、例えば、８０～１５０℃程度の温度で
乾燥することにより、図１又は図２に示されるような、ガラス繊維シート１の片面又は両
面にシリコーン樹脂からなる被覆層２を有する光拡散性不燃複合部材を得ることができる
。被覆層２の厚みは、例えば、１～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍである。なお
、被覆層２を形成する場合であっても、シリコーン樹脂の一部は図３のようにガラス繊維
シートの内部に含浸される場合がある。
【００７０】
　また、縮合反応性シリコーン樹脂を含むシリコーン樹脂組成物のガラス繊維シートへの
含浸方法も、特に制限はなく、通常一般の方法を採用できる。含浸後、必要により、例え
ば、８０～１５０℃程度の温度で乾燥することにより、図３に示されるような、ガラス繊
維シート中にシリコーン樹脂が含浸された形態の光拡散性不燃複合部材を得ることができ
る。
【００７１】
　本発明の光拡散性不燃複合部材の厚みは、用途に応じて適宜選択できるが、通常、１０
～１０００μｍ、好ましくは２０～５００μｍである。
【００７２】
　本発明の光拡散性不燃複合部材の全光線透過率は６０％以上であり、且つヘイズ値は８
０％以上である。これらの数値は、縮合反応性シリコーン樹脂の種類や、ガラス繊維シー
トに対する縮合反応性シリコーン樹脂の使用量等により調整できる。
【００７３】
　ガラス繊維シートに対する縮合反応性シリコーン樹脂の使用量は、ガラス繊維シート１
００重量部に対して、例えば、５～３００重量部、好ましくは１０～２００重量部である
。この量が少なすぎると、全光線透過率が低くなり、不燃性、フレキシブル性も低下しや
すくなる。また、この量が多すぎると、製膜性が難しくなり、乾燥工程に時間を要して生
産性が低下したり、塗膜の平滑性が低下しやすくなる。
【００７４】
　本発明の光拡散性不燃複合部材は不燃性を有しており、社団法人日本鉄道車両機械技術
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協会の燃焼試験（一般材；鉄道車両用非金属材料の４５°エチルアルコール試験）に準拠
した試験において、延焼しない。また、好ましくは、表面に炭化も見られない。
【００７５】
　本発明の光拡散性不燃複合部材は、上記のように、不燃性とフレキシブル性とを併せ持
ち、且つ光拡散性に優れるので、特に、鉄道車両、航空機、自動車、船舶、エレベーター
、エスカレーターなどの輸送機の内装部材照明装置、とりわけ、光拡散用カバー（照明カ
バー）として好適に利用できる。
【００７６】
　本発明の照明装置は、上記の光拡散性不燃複合部材を用いた照明装置であって、照明に
用いられる光を発生させる光源と、前記光源を覆うように設置され、前記光拡散性不燃複
合部材を備えた光拡散用カバーとを少なくとも有しており、前記光源からの光が前記光拡
散性不燃複合部材によって透過、拡散されて出射されることを特徴とする。
【００７７】
　この照明装置において、光拡散用カバーの取り付け方、光拡散用カバーの配置等は、特
に制限はなく、公知の方法や配置を採用できる。
【実施例】
【００７８】
　以下に、実施例および比較例を挙げて、本発明をより具体的に説明する。ただし、本発
明は、それらに何ら制限されるものではない。なお、以下の説明において、「部」および
「％」は、特に明記のない限り、重量基準である。
【００７９】
　実施例１
　撹拌機、還流冷却器及び窒素導入管を備えた容器に、平均粒子径８－１１ｎｍのコロイ
ダルシリカ溶液（商品名：スノーテクスＯＳ、日産化学社製、固形分濃度２０％）１５ｇ
、２－プロパノール１５ｇ、２－メトキシエタノール５ｇを加えた。濃硝酸を加えて液の
酸性度（ｐＨ）を２～４の範囲内に調整した。次いで６０℃に昇温したのち、分子末端に
反応性のメトキシシリル基を有するシルセスキオキサン化合物（商品名：Ｘ－４０－９２
２５、信越化学社製、メトキシ含有量２４％）３５ｇを２－プロパノール３５ｇに溶解し
た液を、滴下ロートを用いて２時間かけて滴下し、シルセスキオキサン化合物とコロイダ
ルシリカ粒子表面の反応を行った。１００℃で１時間加熱撹拌を行った後、室温（２５℃
）まで冷却して、減圧下、溶媒を留去して濃縮した。その液に、触媒（商品名「ＣＡＴ－
ＡＣ」、信越化学社製）０．０５ｇを加え、液状の透明樹脂組成物Ａを得た。
　透明樹脂組成物Ａを、ガラスクロス（商品名「Ｅ１０Ｔ－４Ｗ」、厚さ１００μｍ、ユ
ニチカ社製）に含浸し、その後、熱風循環式オーブンで、１３０℃、５分間乾燥させて、
光拡散性不燃複合部材（ガラス繊維シート－無機酸化物粒子含有シリコーン樹脂複合体）
を得た。得られた光拡散性不燃複合部材の厚さは１８０μｍであった。
【００８０】
　実施例２
　シリコーンコーティング剤（オルガノポリシロキサンを主剤とした無溶剤無機質塗料、
商品名「セラトンＮＰ」、鈴木産業社製）を、ガラスクロス（商品名「Ｅ１０Ｔ－４Ｗ」
、厚さ１００μｍ、ユニチカ社製）に含浸し、その後、熱風循環式オーブンで、１３０℃
、５分間乾燥させて、光拡散性不燃複合部材（ガラス繊維シート－シリコーン樹脂複合体
）を得た。得られた光拡散性不燃複合部材の厚さは１９０μｍであった。
【００８１】
　比較例１
　ガラスクロス（商品名「Ｅ１０Ｔ－４Ｗ」、厚さ１００μｍ、ユニチカ社製）単体を評
価に供した。
【００８２】
　＜評価＞
　実施例及び比較例で得られた光拡散性不燃複合部材等について、以下の評価を行った。
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【００８３】
　（１）着火・延焼、炭化試験
　図４に示す燃焼試験装置を用い、社団法人日本鉄道車両機械技術協会の燃焼試験（一般
材；鉄道車両用非金属材料の４５°エチルアルコール試験）に準じて燃焼試験を行った。
図４において、１１は供試体（１８２ｍｍ×２５７ｍｍ）、１２はアルコール容器（鉄製
１７．５φ×７．１　０．８ｔ）、１３は容器受台（コルク等熱伝導率の低いもの）を示
す。供試体下面中心から容器底面までの距離は２５．４ｍｍ（１インチ）である。
　上記で作製された光拡散性不燃複合部材（比較例１では、ガラスクロス）を、図４のよ
うに、４５°傾斜に保持し、燃料容器（アルコール容器）１２の底の中心が、供試体の下
面中心の垂直下方２５．４ｍｍのところに来るように、燃料容器１２をコルクの台（容器
受台）１３に乗せ、燃料容器１２にエチルアルコール０．５ｃｃを入れて、着火し、燃料
が燃え尽きるまで放置した。光拡散性不燃複合部材（比較例では、ガラスクロス）の着火
、延焼、及び炭化（エタノール燃焼後の状態）の有無を目視観察し、下記の基準で評価し
た。
　＜着火・延焼＞
　○：エタノール燃焼中に着火無し
　△：エタノール燃焼中に着火するが、延焼せずエタノール燃焼中に消える
　×：エタノール燃焼中に着火し、延焼してエタノール燃焼後も燃えている、又は供試体
に穴が開く
　＜炭化＞
　○：炭化無し
　△：供試体の上端に達しない程度の炭化あり
　×：供試体の上端に達する炭化あり、又は供試体に穴が開く
【００８４】
　（２）透明性評価
　ヘイズメーター（株式会社村上色彩技術研究所製、商品名「ＨＭ－１５０」）を用いて
、ＪＩＳ　Ｋ７３６１に準じて、光拡散性不燃複合部材（比較例１では、ガラスクロス）
の全光線透過率（％）、ヘイズ値（％）を測定した。
【００８５】
　結果を表１に示す。
【００８６】
【表１】

【符号の説明】
【００８７】
　１　ガラス繊維シート
　２　シリコーン樹脂被覆層
　３　光拡散性不燃複合部材
　１１　供試体
　１２　アルコール容器（燃料容器）
　１３　容器受台
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【図２】

【図３】

【図４】
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